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Ⅰ 「ドイツ海軍がアジア展開」の衝撃

「自由な通商ルートの確保と領土の不可侵，

民主主義国家との絆がドイツおよび欧州にとっ

ての利益です」。4 月，日本との外務・防衛担

当閣僚会合に臨んだドイツのクランプカレンバ

ウアー国防相は私を含めた記者団にコメントし

た。中国を意識した発言であることは明かだ。

外交と安全保障を担う閣僚 4 人が会談する

「2プラス 2」と呼ばれる枠組みが日独で開かれ

たのは初めて。ドイツはフリゲート艦のインド

太平洋地域への派遣を正式表明した。

今年 1月，私は日本経済新聞でドイツ政府が

独海軍に所属する軍艦を日本に送ると報じた。

ジルバーホルン独国防政務次官が私の電話取材

に「今夏に出航したい。（寄港先として）日本

が視野にある」と語った。「強さを頼みに自ら
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の新時代

いま欧州は内外で大きな変化に直面している。域内では欧州統合の枠組みから半世紀ぶりに英国が抜け，盟

主ドイツを率いてきたメルケル首相が 4期 16 年の任期を終えて退く。域外では，トランピズムから国際協

調に転じた米国との関係復活を探る一方で，強権化する中国・ロシアとの対立が激しさを増す。

「英なきEU・メルケルなきEU」という新たな時代の幕開けだ。長年にわたって統合深化を妨げてきた英国

がいなくなり，結束しやすくなった半面，欧州の女王として域内をまとめてきた老練なメルケル氏を欠く。グ

ローバルな政治秩序という視点に立てば，トランプ米政権に起因する欧米冷戦が終わり，世界における「民主

主義陣営 vs強権国家」という図式がはっきりした。

追い風と向かい風が入り交じるなかで欧州は「価値観同盟」としての側面を強めつつある。目先の成長より

持続可能性を重んじ，温暖化対策を推し進める。民主主義や人権重視など西洋の価値観を前面に押し出し，

性・人種・宗教差別に厳しい態度をとる。つまりリベラルの風が吹く。伝統的で窮屈な宗教・社会観を否定す

るやり方は，啓蒙思想をほうふつとさせる。

日本にはチャンスでもあり，試練でもある。対中強硬に転じた欧州はアジアで日韓豪といった民主主義国家

に目を向ける。一方，欧米の足並みがそろう人権外交や温暖化対策では，日本の出遅れ感が目立つ。盟主ドイ

ツの対中政策の変化を通じ，欧州の未来を展望してみる。



の秩序を押し通そうとするのを認めてはならな

い」とも述べ，中国をけん制した。

ドイツの安全保障政策を担う政治家 2人から

飛び出した対中強硬発言と，いきなりの砲艦外

交宣言。たった一隻のフリゲート艦を航海に出

すだけだが，政治メッセージは計り知れぬもの

がある。

英国は最新鋭空母，フランスは原子力潜水艦

を日本近海に送ったが，英仏と異なり，ドイツ

はインド太平洋に領土はない。しかも域外派兵

には消極的でアジア外交は中国偏重と思われて

いた。それが一転，軍艦を遠い太平洋に展開す

る。2002 年に練習航海中のドイツ艦船が日本

に寄港したことがあるが，当時とは極東情勢の

緊張感が違う。

輸出立国ドイツですら中国離れが目立つ現状

は，欧州のアジア政策が大きく変わったことを

示す。変化は突然，訪れたわけではない。私の

実感では，6〜7年前に潮目は変わっていた。

2014 年秋，ドイツは南シナ海の領有権問題

で中国をけん制するため，東南アジアに接近し

た。ガブリエル副首相兼経済・エネルギー相が

ホーチミン市を訪れ，メルケル首相がベトナム

のズン首相と会った。メルケル氏は前後して中

国と南シナ海で対立するフィリピンのアキノ大

統領とも会談した。

この外交日程が組まれたのは，ドイツが中国

に対し，経済連携を約束した時期に重なる。中

国とは経済関係を深めるが，外交・安全保障政

策では距離を置く──。そんなメッセージを

送ったのは明らかだ。私は当時，日本経済新聞

に「独，アジア外交を軌道修正 中国偏重のイ

メージ払拭」という記事を執筆した1)。「ドイ

ツは中国寄りの立場をとらないようにする」。

取材した独政府高官は明言していた。

次のステップでドイツ外務省は「極東」とひ

とくくりにされていた日本と中国の担当部署を

分離し，それぞれに担当課長を配した。日韓豪

など中国以外のアジア太平洋に目配りするため

だ。

さらに重要閣僚の外遊で中国優先をやめた。

2018年秋，メルケル首相の最側近で与党キリ

スト教民主同盟（CDU）の重鎮アルトマイ

ヤー経済相はアジアの初訪問先に中国ではな

く，日本とインドネシアを選んだ（写真①）。

この時，私はドイツ政府専用機に同乗し，約

1週間のアジア歴訪に完全密着した2)。閣僚会

議など分刻みの公式行事に同行し，ジャカルタ

の美術館や東京の浜離宮恩賜庭園，泉岳寺をと

もに散策した。那覇空港のターミナル休憩室で

オリオンビールを片手に政治談義に花を咲か

せ，機中の大臣執務室で食事しながら 2人きり

で話し込んだ。

印象的だったのは「日本は価値観をともにす

る戦略的なパートナー」と何度も繰り返したこ

とだ。経済省高官らに聞いたところ「中国から

も招待されていたが，あえて応じず，行き先を
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2018年の訪日中，ドイツ財界人らと打ち合わせをするアルト

マイヤー経済相（左から 2人目）。初のアジア訪問であえて中

国を外し，日本を選んだ（筆者撮影）。



日本と東南アジア諸国連合（ASEAN）にし

た」という。

この時点でドイツ政府の中国離れはかなり鮮

明となり，特に与党 CDUのアジア政策は以前

と様変わりしていた。2012 年にショイブレ独

財務相は国際通貨基金・世界銀行年次総会に出

席するため，東京に飛んだが，政府専用機にア

タッシュケースとともに持ち込んだのはキッシ

ンジャー元米国務長官の中国についての著作

だった。訪日中，私を含めた同行記者団に対

し，日本についての言及はほとんどなかっ

た3)。つまり 2012〜2018 年のあいだにドイツ

はアジア政策の軸足を中国から中国以外に徐々

にシフトしていったのである。

この 6年間で，なぜドイツが段階的な中国離

れと，対日接近を図ったのか。私は 2つの国際

政治の変化が政策転換を促したとみる。

1 つは中国における強権的な習近平体制の発

足。当初は「対話を通じた民主化」あるいは

「経済交流を通じたリベラル化」など欧州流の

外交手法を試したものの，それが通じないこと

をドイツが把握した。中国は一帯一路をテコに

南欧・東欧に近づき，欧州の切り崩しを狙った

が，逆にドイツの懐疑心を呼び起こした。

2 つ目は米国でのトランプ政権の発足。欧米

冷戦といわれるまでに関係が冷え込むなかで，

ドイツを含めた欧州は国際協調できる仲間を探

す必要に迫られた。そこで日印豪韓などを再発

見した。

Ⅱ 「ドイツは親中」という誤解

中国と溝が深まったのは隣国フランスも同じ

だ。中国の海洋進出が加速すれば，アジア太平

洋に点在する仏領は寸断されかねない。2018

年，マクロン仏大統領はインド太平洋重視を宣

言。これに刺激されてドイツも 2020 年 9月，

インド太平洋ガイドライン（指針）を閣議決定

し，政府方針とした。

全 68 頁からなる同指針は「平和と安全保障」

「市場開放と自由貿易」など 8つの政策目標を

掲げ，それを目指すにあたって「欧州の共同歩

調」「人権」といった 7原則を示した。「この地

域の経済力は世界全体の 4割を占める。経済面

でも政治面でも存在感が大きくなった」とアル

トマイヤー独経済相はインド太平洋に着目した

わけを私に説明した。輸出立国ドイツとして，

世界の成長センターを抜きにした外交・通商・

安全保障政策は考えられないという。伝統的な

関心領域ではない地域に目を向けたのは，ドイ

ツが欧州の盟主としての責任感を強めた証しで

もある。

もっとも同指針はドイツの問題意識と理念を

明示したにすぎない。そこで前述したフリゲー

ト艦の派遣が，指針に基づく具体策というわけ

だ。「指針を定めるだけでは国際的に信用され

ない。なにか強力な具体策を盛り込まないと」。

独政府・与党関係者は閣議決定前から異口同音

に語っていた。いまドイツは二の矢三の矢を放

とうと検討を重ねる。

日本では「ドイツと中国は蜜月」とみられて

きた。確かにメルケル首相は足しげく中国に通

い，19年までに 12回に達した。一方で日本は

主要 7 カ国（G7）の一角なのに 2008年の後は

2015年まで訪問が途絶えた。

意見が異なる相手ほど対話を重ね，信頼関係

を築こうとするのがドイツ外交。「日本は知っ

ているが中国はよくわからない」。中国と交流

を深める狙いを与党首脳は当時，こう語ってい

た。親中ではなく，中国を知らないからこそ北
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京に赴くという論理だ。欧州が債務危機で揺れ

るなか，ドイツ企業の輸出先を確保しようとい

う打算もあった。

メルケル首相が日本を訪れなかったのは，中

国に配慮したからではない。日本とのあいだに

様々な壁が立ちはだかり，外交での無駄を避け

たかったからだ。

永田町の 2008〜2012 年は短命政権が続き，

回転ドアのように首相が入れ替わった。一度き

りしか会わないような人と話すのは時間がもっ

たいない，というのがメルケル流の超合理主

義。自然と日本から足が遠のいた。

2012 年末に発足した第 2 次安倍政権とは当

初，溝があった。「日本の動きに懸念を持って

いる」。メルケル氏はダボス会議でアベノミク

スを名指しで批判した。「原発の友達，安倍」

（有力誌シュピーゲル），「日本の経済実験は世

界のリスク」（大手紙ウェルト）などと独メ

ディアが安倍政権の経済・外交スタンスを連日

のようにこき下ろすなかで訪日しても得点稼ぎ

にはならない，と考えていた節がある。

「長いあいだ訪日しなかったのは残念なこと

だった。今後はメルケル氏と安倍氏の個人的な

関係を強めていきたい」。首相側近の独政府高

官が友好ムードを演じ始めたのは 2015 年に

なってからだ4)。その後もメルケル氏は安倍政

権の歴史認識に注文をつけるなどぎくしゃくし

たが5)，次第に対日批判のトーンが弱まり，反

比例するように中国へ警戒心が高まった。

ドイツの失敗は「粘り強く説得すれば強権国

家はいずれ民主化する」と軽くみたことだ。ロ

シアは 2014 年のクリミア半島への侵攻で馬脚

を現し，中国は習近平体制で民主主義から遠の

いた。

甘い考えを改めたのがインド太平洋ガイドラ

インだが，対中強硬一辺倒ではないことも確か

だ。経済面では引き続き中国とうまく付き合

い，外交・安全保障では日米豪などと足並みを

そろえるバランス外交を探る。フォルクスワー

ゲンの販売は 4割が中国向け。中国との決定的

な対立は避けたい。ドイツの次期首相の有力候

補，ラシェット CDU 党首は公共放送 ARDの

討論番組で「人権でははっきりもの申すが，環

境などでは協力していく」と述べた。中国を独

裁よりひどい「専制主義」と位置づけたバイデ

ン米大統領とは温度差がある。

それでも見誤ってはいけない。政策の軸足は

あくまで対中警戒モード。「中国ににらまれれ

ば輸出が滞るからなにもしない」という事なか

れ主義ではない。

EU は 2020 年末，中国と投資協定で合意し

た。これは議長国だったドイツの肝煎りの政

策。表面の動きだけを追うと，またもや「ドイ

ツは親中」「経済で中国依存」と受け止めがち

だが，隠れた狙いがある。

「中国が EU全体に目を向けるようになれば，

東欧への関心が薄れるかもしれない」というコ

メントを独政府筋から聞いた。つまり中国が東

欧の小国にちょっかいを出すのを防ぐため，あ

えて EUという大玉をお膳立てしたというわけ

だ。同時期にドイツが海軍をアジアに送る検討

を進め，ウイグルを巡って欧米諸国が科した対

中制裁でけん引役を果たしたことも見逃せな

い。同協定はその後，欧州議会で審議棚上げに

なったが，ドイツから恨み節は漏れてこない。

それどころか EUは 5月，日本との首脳会議

で「台湾海峡の平和と安定の重要性」との表現

を盛り込んだ共同声明を採択した。EUが台湾

への関与を文書で示すのは初めて。東欧などに

異論があったが，ドイツは賛成に回った。
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ドイツの対中政策の主導権は外務省ではな

く，首相官邸が握っており，政策転換にはメル

ケル首相の了承があったとみるのが自然だ。

「多少の摩擦があっても中国にけん制球を送る。

そうしないと見くびられる」。ベルリンの政界

関係者は，口をそろえる。あつれきに備え，中

国に駐在する外交官をアジア政策通などで固め

るとの噂もある。

Ⅲ リベラルの波

ドイツが徐々に対中政策を見直したのは前述

した通りだが，今年になってさらに警戒レベル

を引き上げた。2つの理由がある。

1 つは米国における政権交代。トランプ時代

は米国の中国たたきに便乗したくなかった。ト

ランプ氏と同類とみなされることは欧州大陸の

政治家にとって恥辱だから，声高な対中批判を

避けた。バイデン政権は，中国における人権侵

害を問題視しているから欧州も乗りやすい。

2 つめは 9月のドイツ連邦議会（下院）選で

野党・緑の党の躍進が確実視されることだ。リ

ベラル層を支持基盤とする同党は中国に厳し

い。「（人権の）状況が変わらなければ追加制裁

もありうる」とノウリポーア議員（外交担当）

は電話取材に語った。支持率で保守系与党

CDUに迫る緑の党の意向を独政府も無視でき

ない。

環境政党といえば，日本では温暖化対策を

真っ先に思い浮かべるが，もはや緑の党はグ

リーン革命だけを掲げるシングルイシュー（単

一論点）政党ではない。人権を重んじるがゆえ

にロシアや中国，トルコなど強権国に批判的

で，国際協調をうたうがゆえに欧州統合には積

極的だ。独善的なきらいはあるが，ドイツでは

幅広い国民から支持を得る国民政党に脱皮し

た。

議会選後のポスト・メルケル政権では緑の党

の与党入りが濃厚だ。6 月下旬時点の各種世論

調査は CDUが 30％弱で，20％強の緑の党が追

う。中道左派・社会民主党，親ビジネス・自由

民主党，極右・ドイツのための選択肢が 10％

台で続く。CDU主軸で緑の党がジュニアパー

トナーの連立政権がメインシナリオで，緑の党

を主軸とする左派系政権がサブシナリオ。党内

にさまざまなスキャンダルが浮上し，一時ほど

の勢いはないが，それでも台風の目であること

は間違いない。

政策は欧州全体に波及する。動物愛護や生態

系保護の流れが加速するのは当然で，産業政策

では脱炭素を目指し，自動車や飛行機への規制

が強まる。

外交政策は前述したように人権重視となる。

空気を察したドイツ財界のアジア太平洋委員会

（APA）は今年に入って中国およびミャンマー

を批判する声明を相次いで出した。企業とて

「なにもしない」「なにも言わない」という事な

かれ主義はもはや許されない。

すでに欧州企業には労働者・消費者保護が求

められている。ドイツ議会は 6 月，サプライ

チェーン法案を可決した。被雇用者の権利を侵

害したり，児童労働を容認したりする企業を取

引先もろとも市場から閉め出すのが狙い。欧州

ばかり規制を強めれば，国際競争で不利になる

との建設業界の声を独紙フランクフルター・ア

ルゲマイネは報じる6)。それでも流れが後戻り

することはないだろう。

大胆に予想すれば，欧州はリベラル化する。

穏健政党は党派を問わず環境や性的少数者の権

利向上，男女平等などを訴える。そうした主張
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が是非を論じる段階を過ぎ，民主主義や法の支

配と並ぶ普遍的な価値になった。欧州を見渡す

とマクロン仏大統領やドラギ伊首相，フォン・

デア・ライエン欧州委員長ら欧州の顔はいずれ

もリベラル思想に共鳴する。自由主義の担い手

とされるメルケル氏が退いても，欧州が保守回

帰するようにはみえない。

注目すべきは旧弊打破の流れのなかで長年の

懸案だった植民地支配の精算が進む兆しがある

ことだ。旧宗主国として植民地支配を批判的に

考察するポストコロニアリズム（ポスト植民地

主義）が欧州全体に浸透してきた。

ドイツがナミビアの住民虐殺を謝罪し，フラ

ンスはアルジェリアとの和解を探る。マクロン

仏大統領は 1990 年代のルワンダ虐殺を座視し

たことの「責任を認める」と語った7)。欧州に

染みつく人種主義は植民地主義で増幅された。

精算せねば世界に人権を説いても重みに欠け

る。同じ負の歴史ながらナチズム・ファシズ

ム・共産主義に比べ反省不足だった植民地主義

に向き合う姿勢をみせたことは評価できる。

リベラル化の波は一過性のものではない。起

点は 1960 年代の反戦・環境運動にある。当時，

運動を率いた 1968年世代は古い宗教・社会観

の打破を目指した。その薫陶を受けた子・孫の

世代がいまのリベラル化の担い手。先細るどこ

ろか，時がたつにつれて男女同権や環境・人権

重視が強まっていくだろう。

Ⅳ 欧米冷戦から西洋の復活へ

債務・難民危機，英離脱，米欧冷戦。2010

年代は危機が連鎖した。危機対策に奔走したユ

ンケル前欧州委員長らはすでに身を引き，今秋

にメルケル独首相が退けば世代交代が終わる。

「ポスト・メルケル」「ポスト・ブレグジット」

の欧州にはリベラル化とともに「統合の修復」

という風が吹きそうだ。

債務・難民危機で足並みの乱れが露呈した

EUだが，コロナ禍でも政策調整の難しさが浮

き彫りになった。ワクチン接種や都市封鎖

（ロックダウン）のやり方は各国ばらばら。地

方分権が確立したドイツやスペインでは，州政

府ごとに対策が異なる惨状だった。お世辞にも

EUが調整力を発揮できたとはいえない。

ポスト・コロナがみえれば再び結束を意識す

るだろう。動くとすれば今秋以降だ。ドイツで

統合推進派の緑の党が与党入りし，恐らく財務

相，ひょっとすると首相ポストを握るかもしれ

ない。2022 年 1〜6 月はフランスが欧州連合

（EU）議長国。議長役のマクロン仏大統領は言

わずと知れた統合論者だ（写真②）。

イタリアにも注目すべきだ。「欧州統合を進

めて，共通予算にたどりつきたい」。前欧州中

央銀行（ECB）総裁のドラギ氏は 2 月，伊首

相の就任直後の演説で語った8)。金融政策を一
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写真②

今秋のドイツ議会選で緑の党が与党入りし，来春のフランス大

統領選でマクロン氏が再選されれば欧州統合の機運が盛り上が

るかもしれない（写真はブリュッセルの欧州委員会本部ビル＝

筆者撮影）。



元化したにもかかわらず，財政政策がばらばら

という通貨ユーロの弱みを ECB時代に痛感し

た。各国の財政政策をブリュッセルに集約し，

財政統合に突き進みたいのだろうと周囲はみ

る。

一足飛びに「欧州財務省」が発足するとは思

えないが，独仏伊の歯車がかみ合えば政策一元

化への小さな一歩があるかもしれない。統合深

化を邪魔してきた英国が EUから去ったことも

追い風だ。

連帯は最大の同盟国・米国とも強まる。トラ

ンプ時代にまかれた欧米冷戦の火種はバイデン

政権で解消されつつある。米国はドイツ駐留米

軍の縮小を停止し，EUは米国に対する報復関

税論議の凍結というお土産で応じた。

米国が騒いでもいちいち反応せず政権の瓦解

を待つ──。トランプ時代をドイツを含めた欧

州は持久戦で過ごした。取材に応じた政府・与

党関係者は口をそろえて「戦略的忍耐」と呼ん

だ。独仏とも与党の支持基盤はリベラル層で，

人種差別発言を繰り返すトランプ氏を嫌った。

「毅然と立ち向かう方が票になる」（独与党筋）

との打算もあった。

忍耐が報われた欧州。トランピズムの反動か

ら人権の尊重，民主主義，法の支配といった

「価値観同盟」としての側面が強まる。この

EUの基本理念は，米国のバイデン政権が掲げ

る人権外交と波長があう。冷戦期に西側陣営は

「自由と繁栄」をアピールした。今回の「民主

主義陣営 vs 強権国家」という対立構図では

「人権」が錦の御旗になりそうだ。

政策のずれはある。例えば米国は北大西洋条

約機構（NATO）加盟国に対し，国防費を最

低でも国内総生産（GDP）比の 2％にするよう

求めているが，達成したのは 30 カ国中の 11 カ

国だけだ。肝心のドイツも未達9)。しかも反

核・反戦の緑の党が与党入りすれば，国防費の

急増は望めない。

27 カ国の寄せ集めの EUがリベラルで一枚

岩になっているわけでもない。信仰心の厚いカ

トリック信者が多い南欧やポーランドでは，な

お保守的な宗教観・社会観が幅をきかせる。リ

ベラル層の裾野が広がる北欧やドイツ，そして

フランスでは，急速に社会が変わることを嫌悪

する有権者が極右に流れる。

目先の注目イベントは 2022 年 4 月に行われ

るフランス大統領選だ。足元の世論調査では極

右・国民連合のルペン党首が現職マクロン氏を

リードする。仏大統領選は二回投票制。1回目

投票で落選した左派系候補の支持者の一部が，

決選投票でマクロン氏に流れるため，必ずしも

世論調査が当選確率に直結するわけではない

が，フランスの有権者の良識が問われる。

中・東欧では 2022 年のハンガリー総選挙が

焦点。強権オルバン政権が引き続き居座るかも

しれない。ただハンガリーとて EUから離脱す

るわけではなく，時代の流れを逆転させる力は

持ちそうにない。

Ⅴ グローバルブリテンの死角

2020 年末に英国は欧州統合の枠組みから完

全に外れたが，ひとまず「価値観同盟」には加

わるだろう。欧州，さらに西洋であることの証

しだとの潜在意識がある。

もっとも展望は描けていない。ブレグジット

で主権を取り戻した，というのがジョンソン英

首相ら離脱派のうたい文句。「自由に政策を決

めることができる」のを証明するために環太平

洋経済連携協定（TPP）への参加を申請した。

85世界経済評論 2021年9月10月号

「価値観同盟」の試練：英なきEU・メルケルなきEUの新時代



EUを捨て，グローバルブリテンへ。言葉だ

けは勇ましいが，脱欧入亜のような TPP参加

は弥縫（びほう）策にすぎない。英国には 2つ

の点で厳しい現実がある。

まず「ルールを作る国」から「ルールに従う

国」になる。19 世紀は超大国として欧州を仕

切り，第 2 次大戦後は外交・安全保障で先導役

を担った。いまは欧州基準を作るプロセスにす

らかかわることができない。例えば環境・金融

規制では EUの擦り合わせを待つだけだ。

つぎにヒト・モノ・カネが流入から流出の局

面に切り替わる。思想家マルクスやエンゲル

ス，印象派の巨匠モネやピサロ。迫害や戦乱か

ら逃れてきた人たちを迎え入れ，世界のマネー

を招いて英国は栄えた。

移民を制限し，EUと別れれば欧州の玄関と

はいえない。金融街シティーの地盤沈下が始ま

り，親欧スコットランドで独立運動が燃える。

英離脱で EUも無傷ではないが，打撃は英国の

ほうがはるかに深刻だ。

英国は独仏主導の EUに従わなくて済む，と

胸を張る。だがチャールズ英皇太子は 2020 年

11 月，ドイツ議会でショイブレ議長らに流

ちょうなドイツ語で語りかけた。「我々は永遠

に友人でパートナーで同盟国です」。

ロイター通信など英企業の原点はドイツにあ

り，自らの祖先はドイツ系とも述べた。第 1 次

大戦中，国民の反独感情に配慮しドイツ風の家

名を英国風のウィンザーに改めた英王室。それ

でもドイツで絆を訴える姿は切っても切れぬ縁

を示す。

結局，英国はナショナリズムで何を得たの

か。プライドだけだとしたら成長を奪い，分断

をもたらした対価としてはあまりに寂しい。欧

州の亀裂は強権国家が付け入る隙となり，民主

主義陣営を危うくする。

Ⅵ 新・冷戦の幕開けと日本

保守的な白人キリスト教社会か，それとも多

文化のリベラル社会か。欧州は将来の方向性と

して，ひとまず後者を選択した。道のりは平た

んではないが，それしか現実解はない。押しつ

けがましいとの批判を覚悟のうえで，強権国家

には人権重視を説く。

日本には試練となる。「ほかの国に口出しす

れば摩擦を生みかねない」。日本には，そんな

ためらいがある。冷戦時代，ソ連・東欧ブロッ

クが反体制派を弾圧していたにもかかわらず，

ほとんど批判しなかった。いまは人権外交で出

遅れ，G7 の政治潮流から取り残されつつある。

中国，ロシア，ベラルーシ，ミャンマー。いず

れも日本は制裁に及び腰で，強権国家に毅然と

した対応がとれていない。

ウイグル問題で中国に制裁を科した欧州が次

のステップと位置づけるのは 2022 年に開かれ

る北京冬季五輪の外交ボイコットだ。米国のペ

ロシ下院議長は 5月，選手団以外の外交使節の

参加を見送るべきだとの考えを表明した。欧州

でも党派を問わず，同じような主張が相次ぐ。

「EUは五輪ボイコットを議論すべき」（ベー

ア欧州議会副議長，3月の声明），「各国は首脳

クラスを派遣すべきではない」（独ノウリポー

ア緑の党議員，4 月の電話取材），「選手の参加

は認めるが，王室メンバーや首相は赴くべきで

はない」（英労働党ケネディ貴族院議員，5月

のビデオ取材）。いずれも中国の深刻な人権侵

害は容認できない，との立場だ。

日米欧の対中強硬派の国家議員らで構成する

「対中政策に関する列国議会連盟（IPAC）」の
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動きも活発だ。6 月に発表した声明で「人権侵

害という犯罪を許してはいけない」と訴えた。

発起人は英保守党のダンカンスミス元党首。今

秋からボイコット論議はさらに盛り上がるだろ

う。

米国と日本が表裏一体となって中国の脅威に

敢然と立ち向かい，経済的に中国に依存する欧

州は弱腰──。それが日本における先入観であ

り，固定観念だった。だいぶ前から現実は異な

る。米欧が外交ボイコットに踏み切った場合，

日本は同調するのか。踏み絵を迫られる。

第 2 次大戦後から 1989年のベルリンの壁崩

壊まで 40 年余に及んだ冷戦で，日本は西側陣

営から「経済力による貢献」を求められた。だ

が今回は「価値観による貢献」が期待されてい

る。強権国とは対話しつつも人権では譲らない

姿勢が必要だ。一方で自らを律し，改革を進め

ねばならない。

日本が温暖化対策や女性活用などで遅れれ

ば，厳しい視線が注がれる。死刑制度があるこ

とや，難民認定率の低さは人権への関心の薄さ

に映る。森喜朗氏の性差別発言は世界を駆け巡

り，日本社会における旧態依然の長老支配を印

象づけた。欧州のリベラル層は慰安婦や南京大

虐殺などの歴史認識にも手厳しい。

日本の選択肢は 1つしかない。人権の尊重，

民主主義，法の支配といった価値観でアジアに

おけるモデル国家を志すことだ。それが G7 の

メンバーとしての責務であり，欧州あるいはい

まの米国と価値観をともにするということなの

ではないか。民主主義陣営が足並みをそろえて

こそ強権国家に対抗できる。

（文中の肩書・役職等は取材当時）
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